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議案第１２２号 

 

令和５年度掛川市一般会計補正予算（第10号） 

 

  令和５年度掛川市一般会計補正予算（第10号）は、次に定めるところによる。 

 

  （歳入歳出予算の補正） 

第１条  歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ80千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ52,181,638千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額、並びに補正後の歳入歳出予算の

金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

令和５年１１月２７日提出 

 

掛川市長 久 保 田  崇   
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19 繰入金 1,529,588 80 1,529,668

1 基金繰入金 612,160 80 612,240

52,181,558 80 52,181,638歳　　入　　合　　計

計

 千円

項 補正前の額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 補　正　額

 千円
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6 農林水産業費 1,498,084 80 1,498,164

2 農地費 866,912 80 866,992

52,181,558 80 52,181,638歳　　出　　合　　計

 千円

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額
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１　総　括  

　　（歳　入）

1 市税 21,159,198 40.6 21,159,198 40.6

2 地方譲与税 546,200 1.0 546,200 1.0

3 利子割交付金 8,000 0.0 8,000 0.0

4 配当割交付金 100,000 0.2 100,000 0.2

5 株式等譲渡所得割交付金 98,000 0.2 98,000 0.2

6 法人事業税交付金 340,000 0.7 340,000 0.7

7 地方消費税交付金 3,070,000 5.9 3,070,000 5.9

8 ゴルフ場利用税交付金 73,000 0.1 73,000 0.1

9 環境性能割交付金 81,000 0.2 81,000 0.2

10 地方特例交付金 162,668 0.3 162,668 0.3

11 地方交付税 4,210,457 8.1 4,210,457 8.1

12 交通安全対策特別交付金 22,000 0.0 22,000 0.0

13 分担金及び負担金 176,570 0.3 176,570 0.3

14 使用料及び手数料 520,354 1.0 520,354 1.0

15 国庫支出金 7,557,209 14.5 7,557,209 14.5

16 県支出金 3,763,201 7.2 3,763,201 7.2

17 財産収入 118,422 0.2 118,422 0.2

18 寄附金 1,037,940 2.0 1,037,940 2.0

19 繰入金 1,529,588 2.9 80 1,529,668 2.9

20 繰越金 1,938,965 3.7 1,938,965 3.7

21 諸収入 2,861,386 5.5 2,861,386 5.5

22 市債 2,807,400 5.4 2,807,400 5.4

 

52,181,558 100.0 80 52,181,638 100.0

％

計

（単位：千円）

歳　　入　　合　　計

％

款 補正前の額 補　正　額

歳入歳出補正予算事項別明細書

構成比構成比
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　　（歳　出）

1 議会費 278,430 0.5

2 総務費 6,187,874 11.9

3 民生費 16,438,619 31.5

4 衛生費 5,917,509 11.3

5 労働費 1,568,583 3.0

6 農林水産業費 1,498,084 2.9 80

7 商工費 1,132,184 2.2

8 土木費 5,253,079 10.1

9 消防費 1,611,832 3.1

10 教育費 6,325,571 12.1

11 災害復旧費 480,834 0.9

12 公債費 5,452,160 10.4

13 予備費 36,799 0.1

52,181,558 100.0 80

構成比

％

款 補正前の額 補　正　額

歳　　出　　合　　計
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国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

278,430 0.5

6,187,874 11.9

16,438,619 31.5

5,917,509 11.3

1,568,583 3.0

1,498,164 2.9 80

1,132,184 2.2

5,253,079 10.1

1,611,832 3.1

6,325,571 12.1

480,834 0.9

5,452,160 10.4

36,799 0.1

52,181,638 100.0 80

補　　正　　額　　の　　財　　源　　内　　訳

％

構成比 特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一　般　財　源

計

（単位：千円）
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612,240

計

80

補正額

612,160

補正前計

612,240

計

80

補正額

612,160

基金繰入金 801補正前1 基金繰入金

補正予算額

１９款　繰入金 　１項　基金繰入金

２　歳　入

区　　分
目

節

金　　額
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　１９款　繰入金

　　既決予算額　42,132　　　補正後予算額　42,212

財政調整基金繰入金 80

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　明 備　　　考
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補正前計 一般財源

計

866,912 80

補正額

80

866,992

354,232

計

80

補正額

80354,152

1 一般財源 12 委託料

補正財源内訳

補正前農業用施設整備費 80

３　歳　出

　６款　農林水産業費 　２項　農地費

目 補正予算額
節

区　　分 金　　額
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　　６款　農林水産業費

　　　弁護士委託料　250（80増）

    既決予算額　173,844　　　補正後予算額　173,924

80  1 （県施行）土地改良総合整備事業費

（単位：千円）

備　　　考説　　　　　　　　　　　　　　明
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議案第１２３号 

 

掛川市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

掛川市国民健康保険税条例（平成17年掛川市条例第114号）の一部を改正する条例を裏面のとおり定め

る。 

 

令和５年１１月２７日提出 

 

掛川市長 久 保 田  崇 
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掛川市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

掛川市国民健康保険税条例（平成18年掛川市条例第114号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあっては

「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。 

(1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分に

改める。 

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

(3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。 

改  正  前 改  正  後 

 （国民健康保険税の減額） 

第27条 （略） 

２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国民健康保険税の減額） 

第27条 （略） 

２ （略） 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に政令第 

 56条の89第４項に規定する出産被保険者（以下 

 「出産被保険者」という｡)が属する場合におけ 

 る当該納税義務者に対して課する所得割額及び 

 被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減 

 額するものとした場合にあっては、その減額後 

 の被保険者均等割額）は、当該所得割額及び被 

 保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に 

 応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して 

 得た額とする。 

 (1) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課 

  税額の所得割額 当該出産被保険者につき第 

  ４条の規定により算定した所得割額の12分の 

  １の額に、当該出産被保険者の出産の予定日 

  （地方税法施行規則第24条の30の５に定める 

  場合には、出産の日。以下同じ｡)の属する月 

（以下「出産予定月」という｡)の前月（多胎 

妊娠の場合には、３月前）から出産予定月の 

翌々月までの期間（以下「産前産後期間」と 

いう｡)のうち当該年度に属する月数を乗じて 

得た額 

 (2) 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課 

  税額の被保険者均等割額 当該出産被保険者 

  につき第６条の規定により算定した被保険者 

  均等割額（第１項に規定する金額を減額する 

ものとした場合にあっては、その減額後の被 

保険者均等割額）の12分の１の額に、当該出 

産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に 
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 （特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の 

 課税の特例） 

第27条の２ 国民健康保険税の納税義務者である 

 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被 

 保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象 

 被保険者等（法第703条の５の２第２項に規定 

 する特例対象被保険者等をいう。次条において 

 同じ｡)である場合における第４条及び前条第１ 

 項の規定の適用については、第４条第１項中 

 「規定する総所得金額」とあるのは「規定する 

 総所得金額（第27条の２に規定する特例対象被 

 保険者等の総所得金額に給与所得が含まれてい 

 る場合においては、当該給与所得については、 

 所得税法第28条第２項の規定によって計算した 

 金額の100分30に相当する金額によるものとす 

 る。次項において同じ｡)」と、「同条第２項」 

属する月数を乗じて得た額 

 (3) 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高 

  齢者支援金等課税額の所得割額 当該出産被 

  保険者につき第８条の規定により算定した所 

  得割額の12分の１の額に、当該出産被保険者 

  の産前産後期間のうち当該年度に属する月数 

  を乗じて得た額 

 (4) 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高 

  齢者支援金等課税額の被保険者均等割額 当 

  該出産被保険者につき第10条の規定により算 

  定した被保険者均等割額（第１項に規定する 

金額を減額するものとした場合にあっては、 

その減額後の被保険者均等割額）の12分の１ 

の額に、当該出産被保険者の産前産後期間の 

うち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

 (5) 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納 

  付金課税額の所得割額 当該出産被保険者に 

  つき第12条の規定により算定した所得割額の 

  12分の１の額に、当該出産被保険者の産前産 

  後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて 

  得た額 

 (6) 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納 

  付金課税額の被保険者均等割額 当該出産被 

  保険者につき第14条の規定により算定した被 

  保険者均等割額（第１項に規定する金額を減 

額するものとした場合にあっては、その減額 

後の被保険者均等割額）の12分の１の額に、 

当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該 

年度に属する月数を乗じて得た額 

 （特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の 

 課税の特例） 

第27条の２ 国民健康保険税の納税義務者である 

 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被 

 保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象 

 被保険者等（法第703条の５の２第２項に規定 

 する特例対象被保険者等をいう。次条第１項に 

 おいて同じ｡)である場合における第４条及び前 

 条第１項の規定の適用については、第４条第１ 

 項中「規定する総所得金額」とあるのは「規定 

 する総所得金額（第27条の２に規定する特例対 

 象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれ 

 ている場合においては、当該給与所得について 

 は、所得税法第28条第２項の規定によって計算 

 した金額の100分30に相当する金額によるもの 

 とする。次項において同じ｡)」と、「同条第２ 
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 とあるのは「法第314条の２第２項」と、前条 

 第１項第１号中「総所得金額及び」とあるのは 

 「総所得金額（次条に規定する特例対象被保険 

 者等の総所得金額に給与所得が含まれている場 

 合においては、当該給与所得については、所得 

 税法第28条第２項の規定によって計算した金額 

 の100分の30に相当する金額によるものとす 

 る。次号及び第３号において同じ｡) 及び」と 

 する。 

 （特例対象被保険者等に係る申告） 

第27条の３ （略） 

２ 前項の申告書の提出に当たり、当該納税義務 

 者は、雇用保険受給資格者証（雇用保険法施行 

 規則（昭和50年労働省令第３号）第17条の２第 

 １項第１号に規定するものをいう｡)その他特例 

 対象被保険者等であることの事実を証明する書

類の提示を求められた場合には、これらを提示

しなければならない。 

 （国民健康保険税に関する申告） 

第28条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 項」とあるのは「法第314条の２第２項」と、 

 前条第１項第１号中「総所得金額及び」とある 

 のは「総所得金額（次条に規定する特例対象被 

 保険者等の総所得金額に給与所得が含まれてい 

 る場合においては、当該給与所得については、 

 所得税法第28条第２項の規定によって計算した 

 金額の100分の30に相当する金額によるものと 

 する。次号及び第３号において同じ｡) 及び」 

 とする。 

 （特例対象被保険者等に係る申告） 

第27条の３ （略） 

２ 前項の申告書の提出に当たり、当該納税義務 

 者は、雇用保険受給資格者証（雇用保険法施行

規則（昭和50年労働省令第３号）第17条の２第

１項第１号に規定するものをいう｡)又は雇用保

険受給資格通知（同令第19条第３項に規定する

ものをいう｡)の提示を求められた場合には、こ

れらを提示しなければならない。 

 （国民健康保険税に関する申告） 

第28条 （略） 

 （出産被保険者に係る届出） 

第28条の２ 国民健康保険税の納税義務者は、出 

 産被保険者が世帯に属する場合には、次に掲げ 

 る事項を記載した届書を市長に提出しなければ 

 ならない。 

 (1) 納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個 

  人番号（行政手続における特定の個人を識別 

  するための番号の利用等に関する法律（平成 

  25年法律第27号）第２条第５項に規定する個 

  人番号をいう。以下同じ｡) 

 (2) 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び 

  個人番号 

 (3) 出産の予定日 

 (4) 単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

 (5) その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の届書の提出に当たり、当該納税義務者 

 は、次に掲げる書類を添えなければならない。 

 (1) 出産の予定日を明らかにすることができる 

  書類 

 (2) 多胎妊娠の場合には、その旨を明らかにす 

  ることができる書類 

 (3) 出産後に前項に規定する届出を行う場合に 

  は、出産した被保険者と当該出産に係る子と 

  の身分関係を明らかにすることができる書類 

３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の 
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 （納税通知書等） 

第29条 （略） 

   附 則 

１～４ （略） 

 （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税 

 の課税の特例） 

５ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民 

 健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属 

 者が、前年中に所得税法第35条第３項に規定す 

 る公的年金等に係る所得について同条第４項に 

 規定する公的年金等控除額（年齢65歳以上であ 

 る者に係るものに限る｡)の控除を受けた場合に 

 おける第27条第１項の規定の適用については、 

 同条中「法第703条の５第１項に規定する総所 

 得金額及び山林所得金額」とあるのは「法第 

 703条の５第１項に規定する総所得金額（所得 

 税法第35条第３項に規定する公的年金等に係る 

 所得については、同条第２項第１号の規定によ 

 り計算した金額から15万円を控除した金額によ 

 るものとする｡)及び山林所得金額」と、「110 

 万円」とあるのは「125万円」とする。 

 （上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康 

 保険税の課税の特例） 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の 

 被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第33条の２第５項の配当所得等を有する場合に

おける第４条、第８条、第12条及び第27条第１

項の規定の適用については、第４条第１項中 

 「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第33条の２第５項に規定す

る上場株式等に係る配当所得等の金額」と、 

 「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第 

 ２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則

第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る

配当所得等の金額」と、第27条第１項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第33条の２第５項に規定する上場

株式等に係る配当所得等の金額」とする。 

 出産の予定日の６月前から行うことができる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、当該出 

 産被保険者について同項各号に掲げる事項及び 

 第２項各号に掲げる書類において明らかにすべ 

 き事項を確認することができる場合は、第１項 

 の規定による届出を省略させることができる。 

 （納税通知書等） 

第29条 （略） 

   附 則 

１～４ （略） 

（公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税 

 の課税の特例） 

５ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民 

 健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属 

 者が、前年中に所得税法第35条第３項に規定す 

 る公的年金等に係る所得について同条第４項に 

 規定する公的年金等控除額（年齢65歳以上であ 

 る者に係るものに限る｡)の控除を受けた場合に 

 おける第27条の規定の適用については、同条第

１項中「法第703条の５第１項に規定する総所 

 得金額及び山林所得金額」とあるのは「法第 

 703条の５第１項に規定する総所得金額（所得 

 税法第35条第３項に規定する公的年金等に係る 

 所得については、同条第２項第１号の規定によ 

 り計算した金額から15万円を控除した金額によ 

 るものとする｡)及び山林所得金額」と、「110 

 万円」とあるのは「125万円」とする。 

 （上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康 

 保険税の課税の特例） 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の 

 被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第33条の２第５項の配当所得等を有する場合に

おける第４条、第８条、第12条及び第27条の規

定の適用については、第４条第１項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第33条の２第５項に規定する上場株

式等に係る配当所得等の金額」と、「同条第２

項」とあるのは「法第314条の２第２項」と、 

 同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は法附則第33条の２

第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等

の金額」と、第27条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附

則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係

る配当所得等の金額」とする。 
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 （長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の 

 特例） 

７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第34条第４項の譲渡所得を有する場合における

第４条、第８条、第12条及び第27条第１項の規

定の適用については、第４条第１項中「及び山

林所得金額の合計額から同条第２項」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第34条第４

項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措

置法（昭和32年法律第26号）第33条の４第１項

若しくは第２項、第34条第１項、第34条の２第

１項、第34条の３第１項、第35条第１項、第35

条の２第１項、第35条の３第１項又は第36条の

規定に該当する場合には、これらの規定の適用

により同法第31条第１項に規定する長期譲渡所

得の金額から控除する金額を控除した金額。以

下この項において「控除後の長期譲渡所得の金

額」という｡)の合計額から法第314条の２第２ 

 項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに控除後の長期

譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第２項中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額又は法附則第34条第４項に規定する

長期譲渡所得の金額」と、第27条第１項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第34条第４項に規定する長期譲

渡所得の金額」とする。 

８ （略） 

 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康 

 保険税の課税の特例） 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の 

 被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第35条の２第５項の一般株式等に係る譲渡所得

等を有する場合における第４条、第８条、第12

条及び第27条第１項の規定の適用については、

第４条第１項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第35条の２

第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等

の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第 

 314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山 

 林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は法附則第35条の２第５項に規定する一般

株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第27条第

１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

 （長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の 

 特例） 

７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第34条第４項の譲渡所得を有する場合における

第４条、第８条、第12条及び第27条の規定の適

用については、第４条第１項中「及び山林所得

金額の合計額から同条第２項」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第34条第４項に規

定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法 

 （昭和32年法律第26号）第33条の４第１項若し 

 くは第２項、第34条第１項、第34条の２第１ 

 項、第34条の３第１項、第35条第１項、第35条

の２第１項、第35条の３第１項又は第36条の規

定に該当する場合には、これらの規定の適用に

より同法第31条第１項に規定する長期譲渡所得

の金額から控除する金額を控除した金額。以下 

 この項において「控除後の長期譲渡所得の金 

 額」という｡)の合計額から法第314条の２第２ 

 項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに控除後の長期

譲渡所得の金額の合計額（」と、同条第２項中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額又は法附則第34条第４項に規定する

長期譲渡所得の金額」と、第27条第１項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第34条第４項に規定する長期譲

渡所得の金額」とする。 

８ (略） 

 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康 

 保険税の課税の特例） 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の 

 被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第35条の２第５項の一般株式等に係る譲渡所得

等を有する場合における第４条、第８条、第12

条及び第27条の規定の適用については、第４条

第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第35条の２第５項

に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金 

 額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314 

 条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は法附則第35条の２第５項に規定する一般株式

等に係る譲渡所得等の金額」と、第27条第１項

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林
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山林所得金額並びに法附則第35条の２第５項に

規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」

とする。 

 （上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康 

 保険税の課税の特例） 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の 

 被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第35条の２の２第５項の上場株式等に係る譲渡

所得等を有する場合における第４条、第８条、

第12条及び第27条第１項の規定の適用について

は、第４条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは、「及び山林所得金額並びに法附則第35

条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る

譲渡所得等の金額」と、「同条第２項」とある 

 のは、「法第314条の２第２項」と、同条第２ 

 項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は法附則第35条の２の２第５

項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」と、第27条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第

35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係

る譲渡所得等の金額」とする。 

 （先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第35条の４第４項の事業所得、譲渡所得又は雑

所得を有する場合における第４条、第８条、第

12条及び第27条第１項の規定の適用について 

 は、第４条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第35条

の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等

の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第 

 314条の２第２項」と、同条第２項中「又は山 

 林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は法附則第35条の４第４項に規定する先物

取引に係る雑所得等の金額」と、第27条第１項

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第35条の４第４項に規定

する先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健 

 康保険税の課税の特例） 

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第33条の３第５項の事業所得又は雑所得を有す

所得金額並びに法附則第35条の２第５項に規定

する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とす

る。 

 （上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康 

 保険税の課税の特例） 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の 

 被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第35条の２の２第５項の上場株式等に係る譲渡

所得等を有する場合における第４条、第８条、

第12条及び第27条の規定の適用については、第

４条第１項中「及び山林所得金額」とあるの 

 は、「及び山林所得金額並びに法附則第35条の

２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡

所得等の金額」と、「同条第２項」とあるの 

 は、「法第314条の２第２項」と、同条第２項 

 中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは

山林所得金額又は法附則第35条の２の２第５項

に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金 

 額」と、第27条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第

35条の２の２第５項に規定する上場株式等に係

る譲渡所得等の金額」とする。 

 （先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第35条の４第４項の事業所得、譲渡所得又は雑

所得を有する場合における第４条、第８条、第

12条及び第27条の規定の適用については、第４

条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは 

 「及び山林所得金額並びに法附則第35条の４第

４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金 

 額」と、「同条第２項」とあるのは「法第314 

 条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は法附則第35条の４第４項に規定する先物取引

に係る雑所得等の金額」と、第27条第１項中 

 「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第35条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健 

 康保険税の課税の特例） 

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第33条の３第５項の事業所得又は雑所得を有す
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る場合における第４条、第８条、第12条及び第

27条第１項の規定の適用については、第４条第

１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第33条の３第５項に

規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、

「同条第２項」とあるのは「法第314条の２第 

 ２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則

第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業

所得等の金額」と、第27条第１項中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第33条の３第５項に規定する土地等に

係る事業所得等の金額」とする。 

13・14 （略） 

 （条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税 

 の特例） 

15 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が租税条

約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方

税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46

号。以下「租税条約等実施特例法」という｡)第

３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等

に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所

得及び雑所得を有する場合における第４条、第

８条、第12条及び第27条第１項の規定の適用に

ついては、第４条第１項中「及び山林所得金額

の合計額から同条第２項」とあるのは「及び山

林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得

税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する

法律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等

実施特例法」という｡)第３条の２の２第10項に

規定する条約適用利子等の額の合計額から法第 

 314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の 

 合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並び

に租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項

に規定する条約適用利子等の額の合計額（」 

 と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実

施特例法第３条の２の２第10項に規定する条約

適用利子等の額」と、第27条第１項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第10

項に規定する条約適用利子等の額」とする。 

 （条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税 

 の特例） 

る場合における第４条、第８条、第12条及び第

27条の規定の適用については、第４条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第33条の３第５項に規定す

る土地等に係る事業所得等の金額」と、「同条 

 第２項」とあるのは「法第314条の２第２項」 

 と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附則第33条

の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等

の金額」と、第27条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附

則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額」とする。 

13・14 （略） 

 （条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税 

 の特例） 

15 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が租税条

約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方

税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第46

号。以下「租税条約等実施特例法」という｡)第

３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等

に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所

得及び雑所得を有する場合における第４条、第

８条、第12条及び第27条の規定の適用について

は、第４条第１項中「及び山林所得金額の合計

額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得

金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法律 

 （昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施

特例法」という｡)第３条の２の２第10項に規定

する条約適用利子等の額の合計額から法第314 

 条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計

額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租

税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規

定する条約適用利子等の額の合計額（」と、同

条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは 

 「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特

例法第３条の２の２第10項に規定する条約適用

利子等の額」と、第27条第１項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に

規定する条約適用利子等の額」とする。 

 （条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税 

 の特例） 
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16 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が租税条

約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定す

る条約適用配当等に係る利子所得、配当所得及

び雑所得を有する場合における第４条、第８ 

 条、第12条及び第27条第１項の規定の適用につ

いては、第４条第１項中「及び山林所得金額の

合計額から同条第２項」とあるのは「及び山林

所得金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税

法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法

律（昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実

施特例法」という｡)第３条の２の２第12項に規

定する条約適用配当等の額の合計額から法第 

 314条の２第２項」と、「及び山林所得金額の 

 合計額（」とあるのは「及び山林所得金額並び

に租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項

に規定する条約適用配当等の額の合計額（」 

 と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実

施特例法第３条の２の２第12項に規定する条約

適用配当等の額」と、第27条第１項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに租税条約等実施特例法第３条の２の２第12

項に規定する条約適用配当等の額」とする。 

17 （略） 

16 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の 

 被保険者若しくは特定同一世帯所属者が租税条

約等実施特例法第３条の２の２第12項に規定す

る条約適用配当等に係る利子所得、配当所得及

び雑所得を有する場合における第４条、第８ 

 条、第12条及び第27条の規定の適用について 

 は、第４条第１項中「及び山林所得金額の合計

額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得

金額並びに租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法律 

 （昭和44年法律第46号。以下「租税条約等実施 

 特例法」という｡)第３条の２の２第12項に規定

する条約適用配当等の額の合計額から法第314 

 条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計

額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租

税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に規

定する条約適用配当等の額の合計額（」と、同

条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは 

 「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特

例法第３条の２の２第12項に規定する条約適用

配当等の額」と、第27条第１項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

租税条約等実施特例法第３条の２の２第12項に

規定する条約適用配当等の額」とする。 

17 （略） 

   

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第27条に１項を加える改正及び第28条の次に１条を加 

 える改正は、令和６年１月１日から施行する。 

２ 改正後の掛川市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度分の国民健康保険税のうち、令和６年１月 

 以後の期間に係るもの及び令和６年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分の 

 国民健康保険税のうち令和５年12月以前の期間に係るもの及び令和４年度分までの国民健康保険税につ 

 いては、なお従前の例による。 
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議案第１２４号 

 

   反訴の提起について 

 

 令和５年（ワ）第50号ファームポンド用地誤登記処理損害賠償等請求事件（本訴）の原告に対し、

次のとおり反訴を提起したいので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第12号の規定

により、議会の議決を求める。 

 

  令和５年１１月２７日提出 

 

掛川市長 久 保 田  崇 

 

 

１ 相手方（反訴被告） 

  

    

２ 事件名 

 所有権移転登記請求反訴事件 

３ 請求の趣旨 

(1) 反訴被告は、反訴原告に対し、掛川市西山965番76の一部（290平方メートル）につき、昭和

45年12月27日売買を原因とする所有権移転登記手続をせよ。 

(2) 訴訟費用は、反訴被告の負担とする。 

４ 反訴の理由 

  現在係属中の上記事件（本訴）において、本市が求める所有権移転登記請求との一体的な解決

を図る必要があるため、反訴を提起するものである。 

５ 訴訟の方針 

  本件訴訟において、上記請求が認容されないときは、上訴することができるものとする。 
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議案第１２５号 

 

   財産の減額貸付けについて 

 

 次の財産を減額して貸し付けることについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項

第６号の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和５年１１月２７日提出 

 

                             掛川市長 久 保 田  崇 

 

 

１ 減額貸付けをする財産 

  土地 

所 在 地 番 地目 地積（㎡） 

掛川市大渕1456番312 宅地 5,917.77 

  建物 

所 在 地 番 現在の用途 数量（棟） 構 造 延床面積（㎡） 

掛川市大渕1456番312 物産館 １ 鉄骨造平屋建 431.00 

旧愛菜市 １ 鉄骨造平屋建 56.70 

新愛菜市 １ 鉄骨造２階建 391.60 

屋外トイレ １ 鉄骨造平屋建 66.50 

合  計   ４  945.80 

２ 減額貸付けの相手方 

掛川市下俣547番地の１ 

  株式会社ＬＨＩ 

  代表取締役 落合 亮太 

３ 貸付期間 

  令和５年12月19日から令和９年３月31日まで 
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４ 減額後の貸付料 

(1) 令和５年12月19日から営業開始月の前月まで 

  土地、建物ともに無償 

(2) 営業開始月から令和９年３月31日まで 

   年額 2,040,000円 

    内訳 土地 1,304,572円 

       建物   735,428円 
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